
ベ
ー
ス
の
木
造
率
は
、法
制
定
時
の
８
．３

％
か
ら
令
和
元
年
度
に
は
13
．８
％
に
上
昇

し
、基
本
方
針
に
お
い
て
積
極
的
に
木
造
化

を
促
進
す
る
と
さ
れ
て
い
る
３
階
建
て
以

下
の
低
層
の
公
共
建
築
物
の
木
造
率
も
、法

制
定
時
の
17
．９
％
か
ら
令
和
元
年
度
に
は

28
．５
％
に
上
昇
し
て
い
ま
す（
図
１
）。

　

一
方
で
、民
間
建
築
物
に
つ
い
て
は
、木

造
率
の
高
い
低
層
の
住
宅
以
外
に
も
木
材

の
利
用
の
動
き
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
も
の

の
、非
住
宅
分
野
や
中
高
層
建
築
物
の
木
造

率
は
未
だ
低
位
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

法
制
定
か
ら
10
年
が
経
過
し
、そ
の
間

に
、耐
震
性
能
や
防
耐
火
性
能
等
の
技
術
革

新
、建
築
基
準
の
合
理
化
に
よ
っ
て
、建
築

物
に
お
け
る
木
材
利
用
の
可
能
性
は
大
き

く
拡
大
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
貢
献
す
る
た
め
に
は
、

「
伐
っ
て
、使
っ
て
、植
え
る
」と
い
う
森
林

資
源
の
循
環
利
用
を
進
め
、人
工
林
の
若
返

り
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、今
般
、議
員

立
法
で
の
改
正
法
案
の
検
討
が
進
め
ら
れ
、

６
月
11
日
に
国
会
で
成
立
し
ま
し
た
。

公
共
建
築
物
等
木
材
利
用
促
進
法
の
改
正
に
つ
い
て 

 

～
公
共
建
築
物
だ
け
で
な
く
、民
間
建
築
物
を
含
む
建
築
物
一
般
で
ウ
ッ
ド
・
チ
ェ
ン
ジ
！
～    

　

本
年
６
月
、公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木

材
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
が
成
立
し
ま
し
た
。

１ 

こ
れ
ま
で
の
取
組
、

　

 

法
律
改
正
の
背
景

　

公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材
の
利
用

の
促
進
に
関
す
る
法
律（
以
下「
法
」と
い

う
。）は
、木
造
率
が
低
い
公
共
建
築
物
に

タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
絞
り
、国
が
率
先
し
て
木
材

利
用
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、地
方
公
共
団

体
や
民
間
事
業
者
に
も
国
の
方
針
に
即
し

て
主
体
的
な
取
組
を
促
す
こ
と
に
よ
り
、民

間
建
築
物
へ
の
波
及
効
果
を
含
め
、木
材
全

体
の
需
要
を
拡
大
し
、森
林
の
適
正
な
整
備

及
び
木
材
の
自
給
率
の
向
上
に
寄
与
を
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、平
成
22
年
に
制
定

さ
れ
ま
し
た
。

　

法
に
基
づ
き
、農
林
水
産
省
及
び
国
土
交

通
省
は
、公
共
建
築
物
に
お
け
る
木
材
の
利

用
の
促
進
に
関
す
る
基
本
方
針
を
策
定
し
、

政
府
一
体
と
な
り
、公
共
建
築
物
に
お
け
る

木
材
の
利
用
の
促
進
に
取
り
組
ん
で
き
ま

し
た
。　

　

こ
う
し
た
中
で
、公
共
建
築
物
の
床
面
積

TOPICS

03

林野庁四国森林管理局 嶺北森林管理署　
（木造２階建て庁舎）

魚津市立星の杜小学校 木造３階建て校舎
（写真提供：株式会社 東畑建築事務所）

国の公共建築物 地方自治体の公共建築物

▼公共建築物の木造率の推移（図１）

▼木造公共建築物の事例
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２ 
主
な
法
律
改
正
内
容

　

主
な
改
正
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。改

正
法
の
施
行
日
は
、今
年
の
木
材
利
用
促
進

月
間
の
始
ま
り
に
合
わ
せ
、令
和
３
年
10
月

１
日
で
す
。農
林
水
産
省
で
は
、関
係
省
庁

は
も
と
よ
り
、地
方
公
共
団
体
や
関
係
団
体

等
と
連
携
し
、建
築
物
等
に
お
け
る
さ
ら
な

る
木
材
利
用
の
推
進
に
取
り
組
ん
で
ま
い

り
ま
す
。

⑴ 

法
律
の
題
名
、目
的
の
見
直
し

　

題
名
を「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
資
す
る

等
の
た
め
の
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材
の

利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」に
改
め
、目

的
に「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
資
す
る
」旨

を
明
示
す
る
と
と
も
に
、木
材
利
用
の
促
進

に
関
す
る
基
本
理
念
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

⑵ 

公
共
建
築
物
か
ら
建
築
物
一
般
へ
の

　

 

拡
大

　

基
本
方
針
等
の
対
象
を
公
共
建
築
物
か

ら
建
築
物
一
般
に
拡
大
し
ま
す
。ま
た
、建

築
物
に
お
け
る
木
材
利
用
を
進
め
て
い
く

た
め
、国
又
は
地
方
公
共
団
体
と
事
業
者
等

が「
建
築
物
木
材
利
用
促
進
協
定
」を
締
結

で
き
る
と
い
う
仕
組
み
を
設
け
、国
又
は
地

方
公
共
団
体
は
協
定
締
結
事
業
者
等
に
対

し
て
必
要
な
支
援
を
行
い
ま
す（
図
２
）。

⑶ 

木
材
利
用
促
進
本
部
の
設
置

　

政
府
に
お
け
る
推
進
体
制
と
し
て
、農
林

水
産
省
に
、農
林
水
産
大
臣
を
本
部
長
、関

係
大
臣（
総
務
大
臣
、文
部
科
学
大
臣
、経
済

産
業
大
臣
、国
土
交
通
大
臣
、環
境
大
臣
等
）

を
本
部
員
と
す
る
木
材
利
用
促
進
本
部
を

設
置
し
、基
本
方
針
の
策
定
等
を
行
い
ま

す
。

⑷ 

「
木
材
利
用
促
進
の
日
」、

　
 

「
木
材
利
用
促
進
月
間
」の
制
定

　

国
民
の
間
に
広
く
木
材
の
利
用
の
促
進

に
つ
い
て
の
関
心
と
理
解
を
深
め
る
た
め
、

漢
字
の「
木
」と
い
う
字
が「
十
」と「
八
」に

分
解
で
き
る
こ
と
に
ち
な
み
、十
月
八
日
を

「
木
材
利
用
促
進
の
日
」、十
月
を「
木
材
利

用
促
進
月
間
」と
し
て
法
定
化
し
、国
等
は

普
及
啓
発
の
取
組
を
行
い
ま
す
。

ヒューリック株式会社 銀座８丁目開発計画
（木造と鉄骨造の混構造による高層商業ビル、
 CG：隈研吾建築都市設計事務所）

▼主な建築物木材利用促進協定のイメージ（図２）

▼民間建築物における
　木材利用の事例

東京海上日動火災保険株式会社 TOKIO MARINE Career Development Center
（内外装の木質化）

関連情報を林野庁のウェブサイトで公表しています。
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/koukyou/index.html
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